
令和６年度
省庁別財務書類の概要

文部科学省



〔留意事項〕

○資料中の計数については、
・原則として単位未満切り捨てのため、合計額が一致しないことがあります。
・単位未満の計数がある場合には「０」で表示し、該当計数が皆無の場合には「－」
で表示しています。



文部科学省の任務と組織等の概要

○文部科学省の任務 （文部科学省設置法第３条）

文部科学省は、教育の振興及び生涯学習の推進を中核とした豊かな人間性を備えた創
造的な人材の育成、学術の振興、科学技術の総合的な振興並びにスポーツ及び文化に関
する施策の総合的な推進を図るとともに、宗教に関する行政事務を適切に行うことを任務
とする。

組織等 年 度 末 定 員 ・・・ 2,207名
(本省)

大 臣 官 房

総 合 教 育 政 策 局

初 等 中 等 教 育 局

高 等 教 育 局

科学技術･学術政策局

研 究 振 興 局

研 究 開 発 局

ス ポ ー ツ 庁

国 際 統 括 官

(外局)

文 化 庁

日 本 学 士 院

(所管法人)・・・(独)国立女性教育会館
 (独)国立青少年教育振興機構
 (独)教職員支援機構

(所管法人)・・・(独)国立特別支援教育総合研究所

(所管法人)・・・(独)大学改革支援･学位授与機構
 (独)国立高等専門学校機構

 国立大学法人 (81法人)
 (独)日本学生支援機構
 (独)大学入試センター
 日本私立学校振興･共済事業団

(所管法人)・・・(国研)科学技術振興機構

(特別会計)・・・エネルギー対策特別会計電源開発促進勘定

国立教育政策研究所

科学技術・学術政策研究所

(所管法人)・・・大学共同利用機関法人(4法人)
 (独)日本学術振興会

 (国研)物質･材料研究機構
 (国研)量子科学技術研究開発機構
 (国研)理化学研究所

(所管法人)・・・(国研)日本原子力研究開発機構
 (国研)宇宙航空研究開発機構
 (国研)海洋研究開発機構
 (国研)防災科学技術研究所

(所管法人)・・・ (独)日本スポーツ振興センター  

(施設等機関等)

(所管法人)・・・ (独)国立美術館
  (独)日本芸術文化振興会
  (独)国立文化財機構
  (独)国立科学博物館

※平成２４年度より、「特別会計に関する法律」に基づき、東日本大震災復興特別会計が設置されている。

【R6FYメモ】
・R6.10.1に東工大と医科歯科大が合
併→本表は「年度末定員」とあること

から、年度末の法人数と理解し、国立
大学法人を82→81法人へ減じた
（R7FYは対応不要）。

・R7年度中に教育3局再編成
→R7FY作成時は、総合局の教職員
支援機構が初中局に異動

・R8.4.1に国立女性会館が解散→内
閣府へ所管換
→ R8FY作成時は、総合局の国立女性
教育会館を削除する
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省庁別財務書類とは

省庁別財務書類は、文部科学省のこれまでの予算執行の結果である資産や負債などの

ストックの状況、当該年度の費用や財源などのフローの状況といった財務状況を一覧でわ

かりやすく開示する観点から、企業会計の考え方及び手法（発生主義、複式簿記）を参考

として、平成14年度決算分より作成・公表しているものです。

省庁別財務書類においては、一般会計及び特別会計を合算した「省庁別財務書類」の

ほか、参考として各省庁の業務と関連する事務・事業を行っている独立行政法人などを連

結した「省庁別連結財務書類」も作成・公表しています。

＜資産の部＞ ＜負債の部＞

貸付金 2,872 2,849 退職給付引当金 138 113
有形固定資産 399 404 その他 4 3
出資金 12,646 13,096 負債合計 143 117
その他 44 52 ＜資産・負債差額の部＞

資産・負債差額 15,818 16,286

資産合計 15,961 16,403
負債及び資産・負
債差額合計

15,961 16,403

（令和7年3月31日）（令和6年3月31日）（令和7年3月31日） （令和6年3月31日）

貸借対照表（令和６年度末）
（単位：十億円）

前年度 ６年度 前年度 ６年度

人件費 69 69
義務教育費国庫負担金 1,560 1,618
補助金等 2,985 2,852
委託費等 83 81
運営費交付金 1,812 1,790
その他 135 123
業務費用合計 6,647 6,536

（至令和6年3月31日）（至令和7年3月31日）

業務費用計算書（令和６年度）

前年度 ６年度
（自令和5年4月1日） （自令和6年4月1日）

（単位：十億円）
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～貸借対照表のポイント～
（資産）
○ 出資金は、１３兆９６７億円と金額も大きく、資産総額の８０％を占めています。

これは、独立行政法人等に対する出資金です。
○ 貸付金は、２兆８，４９８億円と資産総額の１７％を占めています。これは、独立

行政法人日本学生支援機構における奨学金事業に要する資金です。
（負債）
○ 退職給付引当金は、１，１３７億円と負債総額の９７％を占めています。
（その他）
○ 資産合計は、１６兆４，０３７億円であり、前年度比＋４，４１８億円となりまし

た。
〇 負債合計は、１，１７３億円であり、前年度比▲２６１億円となりました。

～省庁別財務書類(文部科学省)の概要～

○ 文部科学省の省庁別財務書類においては、一般会計及び特別会計（エネルギー対策特
別会計（電源開発促進勘定）、東日本大震災復興特別会計）を合算（会計間取引につ
いては相殺消去）して作成しています。
また、ここでは「貸借対照表」と「業務費用計算書」を中心に説明していますが、

このほか、資産・負債差額の増減を要因別に表している「資産・負債差額増減計算
書」、財政資金の流れを決算を組み替えて区分別に明らかにしている「区分別収支計
算書」、さらに各計算書の附属明細書も作成しています。
詳細は別途公表している「省庁別財務書類」、「特別会計財務書類」をご参照くだ

さい。

～業務費用計算書のポイント～

○ 業務費用計算書は、国の業務実施に伴い発生した費用を発生主義に基づき作成して
います。

○ 文部科学省においては、高等学校等就学支援金交付金や私立大学等経常費補助金等
の補助金等（義務教育費国庫負担金を除く）が２兆８，５２４億円と費用総額の４
４％を占めています。

○ 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構をはじめとする各独立行政法人（国立研究
開発法人を含む）及び国立大学法人東京大学をはじめとする各国立大学法人等に対す
る運営費交付金が１兆７,９０６億円と費用総額の２７％を占め、補助金等に次いでコ
ストがかかっています。

○ 公立義務教育諸学校の教職員の給与及び報酬等に要する経費の国庫負担のために支
出される義務教育費国庫負担金が１兆６,１８３億円と費用総額の２５％を占め、３番
目にコストがかかっています。

○ 業務費用合計は、６兆５，３６３億円であり、前年度比▲１，１１０億円となりま
した。
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資 産 １６兆４，０３７億円（前年度比：+４，４１８億円）

省庁別財務書類 ストックの状況 （貸借対照表）

主な増減要因等について

➢出資金 １３兆９６７億円（前年度比：＋４，５０７億円）

…東京工業大学と東京医科歯科大学の統合（東京科学大学）に伴う資産の再評価による

帳簿価額の増 など

➢貸付金 ２兆８，４９８億円（前年度比：▲２２３億円）

…独立行政法人日本学生支援機構に対する貸付金の減

（十億円）

【貸付金】
（独）日本学生支援機構の奨学金貸与事業に係る貸付金

【有形固定資産】
庁舎などの国有財産や物品

【出資金】
独立行政法人等及び国立大学法人等への出資金

【その他】
現金・預金、前払金、その他の債権等、無形固定資産など

5年度末 445億円 6年度末 521億円  
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負 債 １，１７３億円（前年度比：▲２６１億円）

【退職給付引当金】
退職手当等に係る引当金

【その他】
賞与引当金、その他の債務等、保管金等、未払金

主な増減要因等について

➢退職給付引当金 １，１３７億円（前年度比：▲２４８億円）

…支給対象者の減少等による引当金の減 など

（十億円）
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費 用 ６兆５，３６３億円（前年度比：▲１，１１０億円）

省庁別財務書類 フローの状況（業務費用計算書）

【人件費】
職員の給与や国家公務員共済組合負担金など

【義務教育費国庫負担金】
「義務教育費国庫負担法」に基づく、公立義務教育
諸学校の教職員の給与費に対する国庫負担金

【委託費等】
委託費、交付金（ 「補助金等に係る予算の執行の適正
化に関する法律」で規定するもの及び運営費交付金を
除く）、分担金、拠出金、助成金

【運営費交付金】
独立行政法人（国立研究開発法人を含む）や国立大
学法人及び大学共同利用機関法人に対する運営費
交付金

【その他】
教科書購入費、外国人留学生給与等、庁費等、
償還免除引当金繰入額、減価償却費など

【補助金等】
「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」
で規定する補助金等のうち、義務教育費国庫負担金を
除いたもの

主な増減要因等について

➢補助金等（義務教育費国庫負担金を除く）

２兆８，５２４億円（前年度比：▲１，３３０億円）

…「革新的研究開発推進基金補助金」の減 など

➢義務教育費国庫負担金 １兆６,１８３億円（前年度比：＋５７５億円）

…公立義務教育諸学校の教職員の給与及び報酬等に対する国庫負担金の増

（十億円）
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（参考）省庁別連結財務書類について

省庁別財務書類に文部科学省の業務と関連する事務・事業を行っている法人を連結
した省庁別連結財務書類を参考情報として作成しています。

＜資産の部＞ ＜負債の部＞

現金・預金 4,550 4,425 未払金等 727 879

有価証券 19,037 19,549 借入金 16,464 16,418

貸付金 9,719 9,617 加入者貯金 1,267 1,242

有形固定資産 12,133 12,551 公的年金預り金 4,933 5,280

その他 988 1,076 退職給付引当金 1,071 1,036

その他 1,426 1,481

負債合計 25,890 26,339

＜資産・負債差額の部＞

資産・負債差額 20,537 20,880

資産合計 46,428 47,219
負債及び資産・負
債差額合計

46,428 47,219

（令和7年3月31日）

連結貸借対照表（令和６年度末）
（単位：十億円）

前年度 ６年度 前年度 ６年度
（令和6年3月31日）（令和7年3月31日） （令和6年3月31日）

人件費 1,710 1,763

義務教育費国庫負担金 1,560 1,618

補助金等 1,564 1,708

その他の経費 4,131 4,231

減価償却費 587 597

その他 477 486

業務費用合計 10,032 10,405

連結業務費用計算書（令和６年度）
（単位：十億円）

前年度 ６年度
（自令和5年4月1日） （自令和6年4月1日）

（至令和6年3月31日） （至令和7年3月31日）
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※令和６年度連結財務書類における連結対象法人は以下のとおりです。

〇独立行政法人（国立研究開発法人を含む） 22法人

 

〇その他の法人 1法人

〇国立大学法人、大学共同利用機関法人 85法人

 合計 108法人

連結対象法人の範囲と会計処理について

 省庁別連結財務書類は、各省庁の業務と関連する事務・事業を行っている法人を連結
対象としています。

 なお、この各省庁との「業務関連性」により連結する独立行政法人などは、『各省庁が監
督権限を有し、各省庁から財政支出を受けている法人』とし、監督権限の有無及び財政支
出の有無によって業務関連性を判断することとしています。

 また、連結に際しては、本来であれば会計処理の基準を統一することが望ましいと考え
られますが、事務負担などの観点から困難であるため、基本的には、独立行政法人など
の既存の財務諸表を利用し、独立行政法人などに固有の会計処理について、連結に際し
て必要な修正を行った上で連結することとしています。

国立特別支援教育総合研究所、大学入試センター、国立青少年教育振興機構、国立女性教育
会館、国立科学博物館、物質・材料研究機構、防災科学技術研究所、量子科学技術研究開発
機構、国立美術館、国立文化財機構、教職員支援機構、理化学研究所、宇宙航空研究開発機
構、科学技術振興機構、日本芸術文化振興会、日本学術振興会、日本スポーツ振興センター、
海洋研究開発機構、日本学生支援機構、大学改革支援・学位授与機構、国立高等専門学校機
構、日本原子力研究開発機構

日本私立学校振興・共済事業団

北海道大学、北海道教育大学、室蘭工業大学、北海道国立大学機構、旭川医科大学、弘前
大学、岩手大学、東北大学、宮城教育大学、秋田大学、山形大学、福島大学、茨城大学、筑
波大学、筑波技術大学、宇都宮大学、群馬大学、埼玉大学、千葉大学、東京大学、東京外国
語大学、東京学芸大学、東京農工大学、東京芸術大学、東京科学大学、東京海洋大学、お茶
の水女子大学、電気通信大学、一橋大学、横浜国立大学、新潟大学、長岡技術科学大学、上
越教育大学、富山大学、金沢大学、福井大学、山梨大学、信州大学、静岡大学、浜松医科大
学、東海国立大学機構、愛知教育大学、名古屋工業大学、豊橋技術科学大学、三重大学、滋
賀大学、滋賀医科大学、京都大学、京都教育大学、京都工芸繊維大学、大阪大学、大阪教育
大学、兵庫教育大学、神戸大学、奈良国立大学機構、和歌山大学、鳥取大学、島根大学、岡
山大学、広島大学、山口大学、徳島大学、鳴門教育大学、香川大学、愛媛大学、高知大学、
福岡教育大学、九州大学、九州工業大学、佐賀大学、長崎大学、熊本大学、大分大学、宮崎
大学、鹿児島大学、鹿屋体育大学、琉球大学、政策研究大学院大学、北陸先端科学技術大
学院大学、奈良先端科学技術大学院大学、総合研究大学院大学、人間文化研究機構、自然
科学研究機構、高エネルギー加速器研究機構、情報・システム研究機構

【R6FYメモ】
・R6FY作成時に東京医科歯科大学を
削除、国大を85法人、合計を108法人
に記載

・R8FY作成時は、国立女性教育会館
を削除
→独法を21法人、合計を107法人に
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資 産 ４７兆２，１９９億円（前年度比：+７，９１２億円）

連結財務書類 ストックの状況 （連結貸借対照表）

★【現金・預金】
現金、預金、日本銀行預金、外貨預金など

★【有価証券】
金銭等の信託、地方債、政府保証債、国債など

★【貸付金】
（独）日本学生支援機構の奨学金貸与事業に係る貸付金
など

★【有形固定資産】
庁舎などの国有財産や物品、連結対象法人の土地など

【その他】
 ★未収金、 ★前払金、 ●たな卸資産、 ●破産更生債権
等、 ★無形固定資産など

主な増減要因等について

➢有価証券 １９兆５，４９１億円（前年度比：＋５，１１８億円）

…国立研究開発法人科学技術振興機構等が保有する有価証券の増 など

➢有形固定資産 １２兆５，５１２億円（前年度比：＋４，１８０億円）

…東京工業大学と東京医科歯科大学の統合（東京科学大学）に伴う有形固定資産の再評価

による帳簿価額の増

注）・国と連結対象法人及び連結対象法人間の債権債務等については相殺消去をしている。

・国のみ計上のあった科目は〇を、連結対象法人のみ計上のあった科目は●を、国と連結対象法人の両方に計上の

あった科目は★を付記している。

（十億円）
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負 債 ２６兆３，３９１億円（前年度比：+４，４８２億円）

★【未払金等】
未払金、未払費用、支払備金

●  【公的年金預り金】
日本私立学校振興・共済事業団における厚生年金保険給付
積立金等

●【借入金】
財政融資資金からの借入金など

★【退職給付引当金】
退職手当等に係る引当金

【その他】
●連結対象法人が発行した債券、 ★前受金、 ★ リース債
務、 ★賞与引当金など

主な増減要因等について

➢公的年金預り金 ５兆２，８０４億円（前年度比：＋３，４６４億円）

…日本私立学校振興・共済事業団における公的年金預り金の増

➢未払金等 ８，７９８億円（前年度比： ＋１，５２２億円）

…独立行政法人及び国立大学法人等の未払金の増 など

注）・国と連結対象法人及び連結対象法人間の債権債務等については相殺消去をしている。

・国のみ計上のあった科目は〇を、連結対象法人のみ計上のあった科目は●を、国と連結対象法人の両方に計上の

あった科目は★を付記している。

（十億円）

● 【加入者貯金】
日本私立学校振興・共済事業団が行う積立貯金事業におけ
る加入者からの預り資金
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費 用  １０兆４，０５５億円（前年度比：+３，７３４億円） 

連結財務書類 フローの状況（連結業務費用計算書）

★【人件費】
職員の給与や国家公務員共済組合負担金など

〇【義務教育費国庫負担金】
国の「義務教育費国庫負担法」に基づく公立義務教育
諸学校の教職員の給与費に対する国庫負担金

★【その他の経費 】
連結対象法人の業務費など

【その他】
★退職給付引当金繰入額、 ★賞与引当金繰入額、
★委託費、 ★支払利息、〇教科書購入費など

★【補助金等】
「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」で
規定する補助金等のうち、義務教育費国庫負担金を除い
たもの

主な増減要因等について

➢補助金等 １兆７，０８７億円（前年度比：＋１，４４６億円）

…「公立学校情報機器整備事業費補助金」の増 など

➢その他の経費 ４兆２，３１０億円（前年度比：＋９９０億円）

…独立行政法人及び国立大学法人等の業務費の増 など

注）・国と連結対象法人及び連結対象法人間の債権債務等については相殺消去をしている。

・国のみ計上のあった科目は〇を、連結対象法人のみ計上のあった科目は●を、国と連結対象法人の両方に計上の

あった科目は★を付記している。

★【減価償却費】
有形固定資産及び無形固定資産に係る減価償却費

（十億円）

11


	令和6年度　省庁別財務書類の概要
	文部科学省の任務と組織等の概要
	省庁別財務書類(文部科学省)の概要
	省庁別財務書類ストックの状況
	省庁別財務書類フローの状況

	（参考）連結財務書類について




